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中国競争政策の最近の動向 

―中国独禁法改正後の執行強化と新たな規制枠組み― 

2025 年 10月 31日 15:00～17:00 

講師：中国弁護士 徐 楊 氏（渥美坂井法律事務所） 

 

Ⅰ．中国独禁法の概要 

１．中国独禁法(反壟断法:Anti-Monopoly Law("AML”))の位置付け 

 ・2008 年 8 月 1日施行、2022 年 8月 1 日改正施行1 

 ・上位に憲法が、同位に不正競争防止法が、下位に政令(施行令)省令(施行規則・規則)がある。 

２．規制対象 

 ・独占協定、市場支配的地位濫用、企業結合、行政独占(行政権力濫用による競争排除制限) 

 ・不正競争防止法2(2025 年 6月 27 日改正、同年 10月 15日施行)の第 15条、31条に大企業等 

  の優越的地位濫用規制が追加された。 

３．条文構成 

 ・2008 年反壟断法は 8 章 57 条の構成であったが、2022 年改正壟断法は 8章 70 条の構成となった。 

 ・8 章とは第 1章 総則、第 2 章 独占協定、第 3章 市場支配的地位濫用、第 4章 企業結合 

  第 5章 行政独占、第 6章 調査、第 7 章 法律責任、第 8章 付則である。 

４．執行部門 

 ・2018 年 4 月以前は、3 部門で執行。すなわち、 

①国家発展改革委員会:価格独占規制、②国家工商総局:非価格独占規制、③商務部:企業結合審査 

 ・2018 年 4 月以降は、国家市場監督管理総局(State Administration for Market Regulation("SAMR”)

が執行。 

 

Ⅱ．最近の動向 

 １．立法動向 

  ・近年、政令、省令、及びガイドラインが多数でているので、注意する必要がある。 

 ２．法律責任の加重 

  ・2022 年改正壟断法による法律責任の加重が顕著である。   

対象 行為 2022 年改正壟断法の定め 

事業者 

 

 

 

 

 

 

 

独占協定締結・実施 

 

違法行為の停止命令、違法所得没収、前年売上高の 1％以上 10％以下の

制裁金または前年売上高がない場合は 500 万元以下の制裁金(56 条 1 項) 

独占協定締結・未実施 300 万元以下の制裁金(56 条 1 項) 

市場支配的地位濫用 違法行為の停止命令、違法所得没収、前年度売上高の 1％以上 10％以下

の制裁金(57 条 1 項。但し旧法 47 条からの変更なし。) 

未届企業結合を実施しかつ競

争排除、制限効果を有し、又

はそのおそれがある場合 

企業結合実施の停止、期限を定めた株式又は資産処分、営業譲渡及びそ

の他の必要な措置により企業結合実施前の状態に戻す命令。前年度売上

高の 10％以下の制裁金。(58 条) 

 
1 https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/law/pdf/invest_030.pdf（JETRO による和訳） 

22 https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/regulation/20251015_jp.pdf（JETRO による和訳） 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/law/pdf/invest_030.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/pdf/regulation/20251015_jp.pdf（JETRO
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事業者 

(続き) 

未届企業結合を実施しかつ競

争排除、制限効果が無い場合 

500 万元以下の制裁金。(58 条) 

当局による調査拒否、妨害 前年度売上高の 1 %以下の制裁金。前年度売上高がない又は売上高計算

困難の場合は、500 万元以下の制裁金。(62 条) 

事業者団体 参加事業者を取り纏め独占協

定を締結した場合 

是正命令及び 300 万元以下の制裁金。(56 条 4 項) 

 

個人 事業者の法定代表者、主要責

任者、直接責任者が、独占契

約締結に個人責任有の場合、 

100 万元以下の制裁金(56 条 1 項、2 項) 

当局による調査拒否、妨害 50 万元以下の制裁金（62 条） 

その他 重大違反、悪影響、重大影響

を及ぼす違反 

第 56 条、第 57 条、第 58 条及び第 62 条に規定する制裁金の 2 倍以上 5

倍以下を課す。(63 条)  

 

３．執行動向（処分件数） 

 2023 年 2024 年 2025 年 

水平的独占協定 11 ８ 8 

垂直的独占協定 1 ０ ０ 

市場支配的地位濫用 8 ７ ３ 

当局調査拒絶妨害 ０ ０ ２ 

企業結合 7973 6434 5285 

 

Ⅲ．典型的な事例 

１．水平的独占協定事件 

（１）手術用麻酔薬「ネオスチグミンメチル硫酸塩注射液」独占協定事件 

・2020 年 1月から 2023 年 12 月まで、上海製薬、河南製薬、成都製薬の 3社は、手術用麻酔薬の価格引

上げ、販売市場である公立病院と民間病院の市場分割を行った。本独占協定のリーダーは上海製薬であ

り、同社の直接責任者が他社との連絡・交渉を行い本独占協定の実施を手配した。 

・処分は次の通り。 

企業名 違法所得の没収 制裁金 合計 

上海製薬 115,471,142.40 元 50,335,849.29 元 165,806,991.69 元 

河南製薬 15,174,313.07 元 27,540,836.48 元 42,715,149.55 元 

成都製薬 10,631,753.85 元 3,843,871.13 元 14,475,624.98 元 

合計 141,277,209.32 元 81,720,556.90 元 222,997,766.22 元 

・上海製薬の直接責任者は個人として 500,000 元の制裁金。 

・上海製薬の制裁金は、リニエンシー制度適用により、2023 年度売上高の 10％を基準とする制裁金から 

80％を減免。すなわち 10％x(1-80％)＝2023 年売上高の２％ 

 
3 承認 782 件、撤回 11 件、条件付承認 4 件 

4 承認 623 件、撤回 19 件、条件付承認１件 

5 2025 年第 1～第 3 四半期の類型では、承認 514 件、撤回 9 件、条件付承認 4 件、禁止 1 件 
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・河南製薬と成都製薬の制裁金は、2023 年売上高の４％ 

（２）「デキサメタゾンリン酸ナトリウム原薬」独占協定事件 

・新型コロナウイルス感染症の治療薬デキサメタゾンの原薬の薬品メーカーである天津製薬、浙江製薬、 

江蘇製薬、西安製薬 4社が 2021 年 11 月より独占協定を行った。本協定は個人事業者・投資家である 

郭 氏が組成した。同氏は 4社に個別接触し、価格競争をやめ段階的価格引き上げることを調整した。  

その結果、原薬市場での供給不足と価格高騰が生じた。 

・企業に対する処分結果は次の通り。尚、天津製薬の制裁金は 2023 年売上高の 1.6％、浙江製薬の制裁金 

 は 2023 年売上高の 8％、江蘇製薬の制裁金は 2023 年売上高の 5.6％、西安製薬の制裁金は 2023 年売上 

高の４％である。 

企業名 違法所得の没収 制裁金 合計 

天津製薬 42,764,400.00 元 26,427,950.36 元 69,192,350.36 元 

浙江製薬 23,746,680.00 元 171,550,232.22 元 195,296,912.22 元 

江蘇製薬 17,899,200.00 元 43,139,047.84 元 61,038,247.84 元 

西安製薬 24,763,156.00 元 4,016,034.78 元 28,779,190.78 元 

合計 109,173,436.00 元 245,133,265.20 元 354,306,701.20 元 

 

・個人に対する処分結果は次の通り。  

氏名 職業 制裁金 

郭 氏 個人事業者・投資家6 5,000,000 元 

劉 氏 天津製薬 General Manager 600,000 元 

張 氏 浙江製薬法定代表者・代表取締役 600,000 元 

呉 氏 江蘇製薬法定代表者・代表取締役 600,000 元 

張 氏 西安製薬法定代表者・General Manager 600,000 元 

合計  7,400,000 元 

 

２．垂直的独占協定事件 

・2022 年改正壟断法適用前の事例としては、自動車、医薬品、医療機器、電源接続等に関する事件があ

る。日系企業も含まれている。 

・2025 年 6月、SAMR による「独占協定の禁止に関する規定」の改正案が発表され、再販価格の固定・

制限及びその他の垂直的独占協定に関するセーフハーバー基準(案)が示されている。 

再販売価格の固定・制限について、下記 3条件が

すべて満たされれば禁止対象としない。 

その他の垂直的独占協定について、下記 3条件が

すべて満たされれば禁止対象としない。 

①事業者自身の市場占有率５％未満 

②取引相手の関連市場占有率５％未満 

③事業者及び取引相手の年間売上高各 1 億元未満 

①事業者自身の市場占有率 15％未満 

②取引相手の関連市場占有率 15％未満 

③事業者及び取引相手の年間売上高各 3 億元未満 

 

 

 
6 2022 年改正壟断法 56 条による違法所得の没収は無かった模様。 
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３．市場支配的地位濫用事件 

（1）「ポリミキシン B 硫酸塩原料薬」に関する市場支配的地位濫用事件7 

・2017 年から 2023 年まで、上海上薬第一生化薬、武漢匯海医薬、武漢科徳医薬、湖北民康製薬と共に注

射用ポリミキシン B 硫酸塩の市場における支配的地位を濫用し、独占的に利潤を得た。 

・処分の結果は次の通り。 

企業名 違法所得の没収 制裁金 合計 

上海上薬第一生化薬 337,877,876.17 元 124,198,555.94 元 462,076,432.11 元 

武漢匯海医薬 47,580,249.95 元 11,109,208.14 元 58,689,458.36 元 

武漢科徳医薬 616,566,065.16 元 72,524,383.47 元 689,090,448.63 元 

湖北民康製薬 2,045,778.43 元 7,439,831.00 元 9,485,609.43 元 

合計 1,044,069,969.71 元 215,271,978.82 元 1,219,341,948.53 元 

・上海上薬第一生化薬は、武漢匯海医薬の指示に従い販売業務を行い従属的責任に止まる。当局捜査に積

極的に協力、資料提出した。制裁金は 2022 年売上高の３％ 

・武漢匯海医薬は違法行為を企画主導した。制裁金は 2022 年売上高の８％ 

・武漢科徳医薬は独占による利益を取得した。制裁金は 2022 年売上高の８％ 

・湖北民康製薬の関与程度は低い、関与期間も相対的に短い。制裁金は 2022 年売上高の３％ 

 

Ⅳ．企業結合届出 

１．届出概要 

（1）企業結合の定義：2022 年改正壟断法 25 条。 

（2）届出基準：（2024 年 1 月 22日施行）国務院による企業結合届出基準に関する規定 3 条 

 ①企業結合を行う全ての事業者の直近会計年度における全世界売上高合計が 120 億元を超え、且つ、 

２以上の事業者の直近会計年度における中国国内売上高がそれぞれ８億元を超える場合。 

②企業結合を行う全ての事業者の直近会計年度における中国国内売上高合計が 40億元を超え、且つ、

２以上の事業者の直近会計年度における中国国内売上高がそれぞれ８億元を超える場合 

（3）未届出の法律責任：2022 年改正壟断法 58 条（既述） 

（4）ガンジャンピングとみなされるタイミング 

 ・届出提出したが正式受理されていない段階 

 ・正式受理されたが公示が行われていない段階 

 ・届出の開示期間中 

 ・開示期間終了するも当局から審査結果通知が発行されていない段階 

（5）審査手続 

 ①通常審査 

 第 1 次審査 30 日＋第 2次審査 90 日以内＋延長 60 日以内 

 

7 CPRC ディスカッションペーパー CPDP-99-J, January 2025 64～66 頁参照。 

https://www.jftc.go.jp/cprc/reports/disucussionpapers/r6/index_files/CPDP-99-J.pdf 

https://www.jftc.go.jp/cprc/reports/disucussionpapers/r6/index_files/CPDP-99-J.pdf
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 ②簡易審査（簡易審査では第 2次審査や延長は殆どない） 

 第 1 次審査 30 日以内（受理日から 10 日間開示）＋第 2 次審査 90 日以内＋延長 60日以内  

(６)簡易審査の委託 

・2022 年 7月 31日以前は SAMRがすべての案件を審査 

・2022 年 8月 1 日から、簡易審査を北京市、上海市、重慶市、陜西省の市場監督管理部門へ試行委託 

・2025 年 8月以降、簡易案件を北京市、上海市、重慶市、陜西省の市場監督管理部門へ正式委託 

委託先機関 管轄地域 

北京市市場監督管理局 北京、天津、河北、山西、内モンゴル、遼寧、吉林、黒竜江 

上海市市場監督管理局 上海、江蘇、浙江、案黴、福建、江西、山東 

広東市市場監督管理局 広東、広西、海南 

重慶市市場監督管理局 河南、湖北、湖南、重慶、四川、貴州、雲南、西蔵 

陜西省市場監督管理局 陜西、甘粛、青海、寧夏、新疆 

 

２．届出基準未達の場合の審査 

（1）2022 年改正壟断法 26 条 

 ・企業結合中が届出基準に達する場合、事業者は事前届出義務有り。未届企業結合は実施不可。  

 ・届出基準未達の企業結合で、当企業結合が競争排除・制限効果を有し又は有する可能性有りの 

証拠がある場合、国務院独占禁止法執行機構は、事業者に届出を求めることができる。  

・事業者が前 2 項の規定に従って届出を行わない場合、国務院独占禁止法執行機構は、法に基づき調査  

 を実施しなければならない。  

(2)シノプシスによるアンシス株式買収（350 億ドル）事案8 

・届出基準未達の本案件について、SAMRは競争排除・制限効果有り又は可能性有りとして、2024 年 

5 月 11 日付でシノプシスに届出要求を行い、同社は 7月 10日に届出を行った。その後審査が行われ、 

2025 年 7 月 11 日にシノプシスが提出した問題解消措置案を条件として株式取得を承認した。 

(3)武漢 A社による山東 B 社の持分取得案件に関する禁止決定 

 ・2018 年 11月武漢 A社が譲渡者との間で譲渡契約を締結し、山東 B 社持分 50％を取得した。 

そして 2019 年 3月に持分移転登記を完了した。 

・本案件も届出基準未達案件（いずれの中国国内売上高 8億元未満）であるが、SAMRは競争排除・ 

制限効果有りとして審査を行い、2025 年 7 月武漢 A 社及びその最終支配者9に対して、期限内に第三者 

に山東 B 社持分 50％の譲渡及び青海製薬等との原薬代理契約の解除を命じた。 

（4）届出基準未達でも申告を求められる可能性がある状況 

 ・国の戦略的安全保障や産業チェーンの安全に関する分野：半導体、チップ産業 

 ・国民生活に密接に関わる公益性の高い分野：医薬品、医療機器、公共衛生関連産業 

 ・上流と下流のサプライチェーンに対立関係があり、通報が発生しやすい業界 

 
8 公取委も 2025 年 3 月 13 日に問題解消措置付で承認している。

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/mar/250313_kiketsu_sa.html 

9 武漢 A 社の最終支配者とは、「デキサメタゾンリン酸ナトリウム原薬」独占協定事件における郭氏である。 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/mar/250313_kiketsu_sa.html
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 ・市場競争が激しく、事業者間で相互に攻撃・通報が起こりやすい業界 

 

Ⅴ．中国独禁法訴訟の最近動向 

１．概要（2024 年 9月 10 日、最高人民法院知財法廷朱理副廷長の発言10） 

・最高人民法院知的財產権裁判所は 2019 年 1月の設立から 2024 年 8月末までに、合計 256 件の独占民

事事件を受理し、191 件審理終了。 

・独禁法事件の新規受理件数：2023 年 66 件、2024 年 1~8 月 53 件。 

・独禁法事件件数は年々増加し、うち行政事件が 1/4、民事事件が 3/4 を占めている。 

・事件類型として、共同ボイコット、医薬品特リバースペイメント等の水平的独占協定、知的財産権や技

術抱合せなどの市場支配的地位濫用が挙げられる。 

 

２．最高人民法院（中国最高裁）により判断された独禁法典型事件件数と内訳 

公表年月 2021 年 9 月 2022 年 11 月 2023 年 9 月 2024 年 6 月 2024 年 9 月 2025 年 9 月 合計 

件数 ３ 10 ５ ５ ４ ５ 32 件 

・32 件の内訳は、水平的独占協定 17件、垂直的独占協定 1件、市場支配的地位濫用 11件 

 行政独占 1件、リバースペイメント契約の有効性 1 件、取引拒絶の管轄権争い 1件。 

 

３．原薬カンファーに関する水平的独占協定の行政処分事件11 12 

・中国で樟脳を生産するのは梧州黄化学製薬と蘇州友某科技および江蘇嘉某製薬の 3 社のみ。そのうち梧

州黄化学製薬と蘇州友謀科技は合成樟脳を、江蘇嘉某製薬は天然樟脳を生産する。 

・2021 年、江蘇省の市場監督管理局は 3 社が水平的独占協定を実施していたとして、違法行為の停止、

違法所得没収及び制裁金を課した。3社の制裁金は夫々前年度売上高の５％、３％、１％であった。 

・梧州黄化学製薬は不服申立をしたが、SAMR は処分を維持したので、行政訴訟を提起した。 

・南京市中級人民法院は、第１審で梧州黄会社の訴訟請求を棄却する判決を下したので、梧州黄化学製薬

は上訴した。 

・最高人民法院は、上訴を棄却し第 1審判決を維持した。 

                                        

  以上 

 
10 https://www.nfnews.com/content/m3PXKJR93r 

11 https://ipc.court.gov.cn/zh-cn/news/view-4382.html 

12 http://www.aaalawfirm.com/wp-content/uploads/2019/05/9f8d19bd136f8ec0e38b4f52f9c29bc7.pdf 
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